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１ 予算規模等 
  平成１９年度の予算規模は、一般会計４０８億５，７２０万５千円、特別会計４３７億６，１４７万

１千円、企業会計３７億２，５２８万５千円となり、総額では８８３億４，３９６万１千円となってい

ます。 

 

   ［全会計の予算規模］                      （単位：千円、％） 

  H1９当初予算 H18当初予算 増減額 増減率 
一般会計 40,857,205 40,775,111 82,094 0.2 
特別会計 43,761,471 42,929,760 831,711 1.9 
企業会計 3,725,285 3,546,473 178,812 5.0 
全会計総計 88,343,961 87,251,344 1,092,617 1.3 

 

２ 一般会計当初予算の概要 

Ⅰ 予算規模 

当初予算計上額  ４０８億５，７２０万５千円（対前年度比０．２％増） 

当初財政計画額  ４１８億１，１１４万９千円（対前年度比１．３％増） 

一般会計当初予算額の推移
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  平成１９年度当初予算額は、４０８億５，７２０万５千円で前年度と比べて０．２％の微増となっ 

ています。（当初予算計上率９７．７％） 
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Ⅱ 歳入 

市 税    １８８億３，２００万円（対前年度比１３．０％増） 

市民税は税源移譲、景気回復等により個人・法人ともに大幅に増加し、対前年度比３２．７％の増

を見込んでいます。また、固定資産税は３年に一度の評価替えの翌年度であり調定額の伸びが見込ま

れること、また、企業の設備投資の増加等によって、２．２％の増となっています。これらの結果、

市税全体では平成１８年度と比べて２１億７，３８４万３千円、１３．０％の増となっています。 

 

［市税収入見込額］                   （単位：千円、％） 

  H19当初予算 H18当初予算 増減額 増減率 
市民税 7,992,468 6,022,049 1,970,419 32.7 

個人 5,486,981 4,231,390 1,255,591 29.7 
 

法人 2,505,487 1,790,659 714,828 39.9 
固定資産税 8,673,999 8,484,930 189,069 2.2 
都市計画税 1,044,973 1,033,260 11,713 1.1 
その他 1,120,560 1,117,918 2,642 0.2 
合計 18,832,000 16,658,157 2,173,843 13.0 

 

市税収入の推移
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※Ｈ１０～Ｈ１７は決算額、Ｈ１８、Ｈ１９は当初予算額 
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地方交付税     ３２億２，０００万円  （対前年度比△３７．２％） 

市税収入の大幅な増による基準財政収入額の増加及び基本方針２００６に沿った地方歳出の抑制

によって基準財政需要額の減が見込まれることから、対前年度比で３７．２％の減となっています。 

 

地方交付税（臨時財政対策債含む）の推移
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※Ｈ１０～Ｈ１７は決算額、Ｈ１８、Ｈ１９は当初予算額 

 

    平成1３年度から、それまで普通交付税として算定されていた内の一定部分が、各地方公共団体

が臨時財政対策債として賄うように制度変更され、臨時財政対策債発行可能額が交付税から差し引

かれるようになったことから、それまでの交付税額と比較できるようにするため、グラフの数値は

臨時財政対策債を含めたものとしています。 
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市   債     ４０億６，９６０万円  （対前年度比１３．０％増） 

   市債については、土地区画整理事業分等で減少したものの、最終処分場建設事業、合併振興基金積

立金等の増加があり、対前年度比４億６，８８０万円、１３．０％の増となる４０億６，９６０万円

を計上しています。歳入全体に占める割合は１０．０％（Ｈ１８年度は８．８％）となっています。 

   また、平成１９年度末の市債残高は５２２億７，０９６万円（対前年度現在高見込比△０．４％）

となる見込みです。 

 

 

市債借入額の推移
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市債（臨財債以外） 臨時財政対策債 (減税補てん債借換)

※Ｈ１０～Ｈ１７は決算額、Ｈ１８、Ｈ１９は当初予算額 
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Ⅲ 歳出 

人件費    ８０億９８７万７千円（対前年度比２．４％増） 

   管理職手当の 10％カット、特殊勤務手当の見直し、職員数の減等により削減への取組を行ってい

るものの、退職手当の増加等により、対前年度比で１億８，８５６万８千円、２．４％増となってい

ます。 

 

扶助費    ７３億３，３６５万７千円（対前年度比０．８％増） 

   児童手当の支給対象範囲の拡大などにより５，６１１万円、０．８％増となっています。 

     

公債費    ５３億９，８６５万５千円（対前年度比０．８％増） 

    

 

  ※義務的経費比率（人件費・扶助費・公債費総額の予算総額に占める割合）は５０．８％（H18 は

５０．２％）となっています。 

 

  普通建設事業    ５５億３，７０６万６千円（対前年度比△１０．３％） 

道路緊急舗装等事業等の市単独事業及び最終処分場建設事業等の増額はあるものの、土地区画整理

事業及び関連事業が１６億４，５１５万７千円減、港湾建設事業が２億２，０００万円減となってい

ることなどから、６億３，７７１万６千円の減となっています。 

 

  繰  出  金    ５４億４，３０３万円（対前年度比△３．５％） 

   公共下水道事業特別会計で資本費平準化債の活用によって元利償還金に関する繰出金が減少したこ

と等により、１億９，５０９万７千円、３．５％減の5４億４，３０３万円となっています。 

                                           （千円） 

平成19 年度 平成18 年度 増減 
  

金額 構成比 金額 構成比 金額 率（％） 
人件費 8,009,877 19.6 7,821,309 19.2 188,568 2.4 
扶助費 7,333,657 17.9 7,277,547 17.8 56,110 0.8 
公債費 5,398,655 13.2 5,353,824 13.1 44,831 0.8 
普通建設事業 5,537,066 13.6 6,174,782 15.2 △ 637,716 △ 10.3 
 補助 3,421,243 8.4 4,022,333 9.9 △ 601,090 △ 14.9 
 単独 2,115,823 5.2 2,152,449 5.3  △36,626 △ 1.7 
繰出金 5,443,030 13.3 5,638,127 13.8 △ 195,097 △ 3.5 
物件費 6,005,863 14.7 5,713,055 14.0 292,808 5.1 
その他 3,129,057 7.7 2,796,467 6.9 332,590 11.9 

合計 40,857,205 100 40,775,111 100 82,094 0.2 
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 「三位一体の改革」の成果と本市への影響について 

「三位一体の改革」は、地方財政への国の関与を廃止・縮小し、地方の権限と責任の拡大と地方財政

の自立、そして国および地方の財政の持続可能性向上などを目指し、地域のニーズに応える行政サービ

スを地方自らの責任で実施する、地方分権型の新しい行政システムを構築していくために、①国庫補助

負担金の改革 ②税源移譲 ③地方交付税改革 の３つを一体的に進めていくものです。 

  平成 17年11 月30日の政府・与党の合意を受けて、平成１８年度までに実現するとされていた改 

革は、12 月24日に決定された政府予算案において次のとおり決着しました。 

 

 

  １ 国庫補助負担金の改革 Ｈ１５～Ｈ１８の総額 ４兆９，００５億円 

（１）税源移譲に結びつく改革・・・３兆１，１７６億円 

主な改革対象国庫補助負担金 改革額 

公立保育所運営費負担金 1,661億円 

介護保険事務費交付金 305 億円 

養護老人ホーム等保護費負担金 567 億円 

公営住宅家賃対策等補助金 641 億円 

児童扶養手当給付費負担金 1,805億円 

児童手当国庫負担金 1,578億円 

 

                     等  

（２）スリム化・・・９，８８６億円 

（３）交付金化・・・７，９４３億円               

  ２ 税源移譲 ３兆９４億円 

 18年度税制改正で所得譲与税から個人住民税への税源        

移譲を実施（19年分所得税、19年度分個人住民税から） 

 18 年度は所得譲与税で全額措置・・・３兆９４億円 

  3 地方交付税改革 △５兆１千億円（△２１．４％） 

 地方交付税及び臨時財政対策債の総額の抑制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

影響額 

９億４，８００万円 

 
H16  4億 7,700 万円 

H17  1億  900 万円 

H18 3 億 6,200 万円 

本市の影響額 

影響額 

８億８，６００万円 
H18 所得譲与税見込額 

影響額 

△17億 3,500万円 

△２１．７％ 

H15 と H18 の差引額 
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 一般財源総額（市税＋地方交付税＋譲与税等）の推移について 

   一般財源は、国の補助金や大規模な建設事業の財源とする市債などの、使途が限られている特定財

源とは異なり、どんな事業にも自由に使うことができる財源です。 

   そのため、市税等の一般財源がどのような状態にあるかということは、財政運営上とても重要にな

ります。 

 

 H19市税収入は過去最高  でも・・・ 

平成１９年度当初予算では、税制改正（税源移譲等）や景気回復等によって、市税収入は過去１０年

では最高となることが見込まれています。 

ところが、地方交付税と譲与税等も含めた一般財源総額では、１０年間で最も少ない見込となってい

ます。 

 

 税源移譲はされたけれど 

三位一体の改革によって補助金が削減され、税源移譲されたため、市税だけを見た場合は大幅に増え

ていますが、一般財源全体ではそうでないことがわかります。 

 

一般財源総額（市税＋地方交付税＋譲与税等）の推移
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※Ｈ１０～Ｈ１７は決算額、Ｈ１８、Ｈ１９は当初予算額 

 

 


